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13. 交通政策における協働 
13.1. 協働の定義と各主体の役割 
（１） 協働の定義 

ここまでの章で基本計画の詳細を記してきたが、これらの施策を実施する際には、行政に加えて町民

や交通事業者等、交通に実際に関わる様々な主体の協力が欠かせない。そのため本計画では、原則とし

て施策の実施に際しては各主体が協働して取り組むこととし、基本方針の④でその旨を謳っている。 

ここで本計画では、「協働」を以下のように定義することとする。 

様々な主体が自主的・自発的に共通の活動領域において、相互の立場や特性を認識・尊重しながら目

的を達成するために協力することを、本計画においては「協働」という。 

 

（２） 協働における各主体の役割 

関わり方 役   割 

町住民 

従業者・通学者等

利用者 

自分たちが交通の主体であるという認識と自覚により，交通問題に関する意識を高め、

自ら考え、行動し、様々な意見・情報を発信し、積極的に町・地域の交通施策に参加

する。 

行政区 
地域に安全、安心をもたらすための主体的役割を果たすよう、地域コミュニティの創

出や地域リーダーの育成など、地域内または地域間の調整を担う。 

ＮＰＯ 

ボランティア 

公益的な市民活動の担い手として、社会的責任ある行動をもって、町民や地域と一体

となった社会活動を検討・実現する。 

町
民(

注)
 

企 業 
地域社会の一員として、市民活動に参画することが望ましい交通体系の形成に繋がる

ことを理解し、自発的に取り組み、協力するよう努める。 

交
通
事
業
者 

交通事業者 
地域の交通を支える供給者として、安全で安定したサービスの提供と、利用者ニーズ

に対応した施設整備、サービス向上に努める。 

町 

交通計画・整備の提案・実行役として、町の問題点や課題、様々な情報を町民・交通

事業者に発信し、町民の交通問題への意識を高め、各種施策に関し実施、調整、モニ

タリング等の中心を担う。 

国・県 広域的な観点から町と連携・協力し、様々な側面から支援を行う。 

公安・警察 
交通安全を中心とした情報発信・啓発活動により町民意識向上の役割を担い、また、

交通規制等により、安全で安心な交通環境の実現に努める。 

行
政 

学校教育 
教育を通して交通安全や公共交通利用の意識高揚を図るとともに、地域などと連携し

た交通安全、防犯活動等の実現に努める。 

 注：本計画では、住民だけでなく従業者・通学者や関係団体を合わせて「町民」とする。 

13.2. 協働の目的と指針 
 協働による交通政策の実施のためには、各主体が交通に関わる問題意識や将来像のイメージを共有し、

ともに考え、行動することが不可欠である。またその際には、各主体の特性に応じた役割分担を明確に

し、効率的な方法で取り組むのが望ましい。これらの点について次ページで、協働の指針として 4点に

まとめる。 
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「安全・安心・便利な交通が継続するまち」の実現のために 

● 地域や利用者の実情・ニーズを知ること 

● 町民が意識を高めること 

● 町民自らが実行すること 

● 地域や利用者に合った施策を展開すること 

● 効果的・効率的に施策を展開すること 

● 施策を改善・継続していくこと 

そのために・・・ 協 働 による人が優先された交通環境づくり

・・・交通問題等に対して

 みんなで  
考え・行動 

 すること

・・これらが必要 

【交通基本計画における協働の指針】 

① 町民、交通事業者、行政が連携し、役割に応じた責任を認識して参画する。 

② 効果的・効率的・継続的な交通施策の展開を図るため、みんなで考え、行動する。 

③ 町民、交通事業者、行政が連携し、交通施策の計画・実施・モニタリング・改善を行う。

④ 施策に応じた最も望ましい協働の体制によって取組む。 

町 民 

三好町住民だけでなく、従
業者や通学者やそれに関わ
る団体 

サービスを提供する交通
事業者 

町行政組織だけでなく、
国、県や警察などの公共
機関 

協 働 

 
みんなが 

責任 をもって、 
協力・連携・行動 

する仕組み

交通事業者

行 政
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13.3. 協働の指針の考え方 
（１） 町民、交通事業者、行政の協働を推進し、役割に応じた責任を認識し参画する 

 

 

 

 

 

（２） 効果的・効率的・継続的な交通施策の展開を図るため、みんなで考え、行動する 

 

 

 

 

 

 

  ■協働によるそれぞれの主なメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● みんなで考えることによって、よりよいアイディアが多く創出する。 

● みんなが行動することによって、目標が達成される。 

● 協働の実施によって､誰にでも様々なメリットが生じ、効果的で効率的な交通施

策を継続的に展開できる。 

・町民が主体となる社会の形成に資する 

・きめ細やかな住民、地域ニーズ等に対応し

たサービスが創出される 

・交通施策への関心が高まり、町政がより身

近になる 

・町政に対する情報公開が促進される 

・交通問題などの理解と意識の向上に資する

・地域におけるコミュニティーが創出される

・社会貢献機会が拡大する        

など 

・多様なニーズに対応したサービス向上が図られる 

・様々な意見に触れることにより行政の意識改革が進む

・行財政の運営効率化が図られる 

・町民の意見を踏まえた効率的な事業の展開が図られる

など 

・利用者ニーズが把握できる 

・公共交通利用意識向上に伴い利用者が増える 

・発言機会が創出される 

・地域貢献によるイメージアップが図られる 

・新たな顧客の獲得、ビジネス機会などが創出される

など 

交
通
事
業
者 

行 

政 

町 

民 

効 果 的

効 率 的

継 続 的

● それぞれの立場で役割を認識することが必要である。 

● 協働は責任を自覚して参画することが重要である。 

● 参画の方針として、各々の立場を尊重する。 
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（３） 町民、交通事業者、行政が連携し、交通施策の計画・実施・モニタリング・改善を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 施策に応じた最も望ましい協働の体制によって取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■責任のある行動・利用 

■町民・利用者評価の把握 

■進捗状況と評価公表 

 

■評価に基づく見直し 

 

■計画に対する確実な実行 

■詳細な計画策定 

■事業化、ルールづくり、指導・教育 

■広報・啓発活動 

 

■意見の発信・情報の共有 

■目標・方針・手法の検討 

■協働体制づくり 

■地域や利用者ニーズに合った計画の推進

交通施策の計画 
（Ｐｌａｎ） 

交通施策の実施 
（Ｄｏ） 

交通施策のモニタリング
（Ｃｈｅｃｋ） 

交通施策の改善 
（Ａｃｔｉｏｎ） 

● 「安全、安心、便利な交通」を継続するためＰＤＣＡによる施策を展開する。 

● 各段階それぞれで町民、交通事業者、行政が連携することが重要である。 

● 施策の意義や場所などに応じて取り組む 

● 施策の種類、段階などに応じて取り組む 

町
民
・
交
通
事
業
者 

←より広域的なもの より地域に密着するもの→

自発性の高いもの→

各々の施策で協働の可能性を検討する 

施設の整備 

意見の発信・適切な利用 

施策の計画、施設の管理・運営・モニタリング 

施策 施策 施策 施策･････ ･･････････

地域に密着する施策ではより

町民・交通事業者・地域などが

主体性をもって実行する。 
 

施策の種類、段階などによっ

て、最も望ましい協働体制で取

組む。 

行 

政 
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13.4. 協働の方向性 
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近
な
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域
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こ
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町
全
体
の
こ
と 

 

基 本 計 画 協働のかたち（事例） 

協

働

に

よ

る

交

通

施

策

の

推

進 

歩 行 環 境 整 備

自転車利用環境整備

公 共 交 通 施 設 整 備

道 路 整 備

交 通 結 節 点 整 備

情 報 提 供

公 共 交 通 利 用 促 進

適 正 な 自 動 車 利 用

交 通 安 全 意 識

安心して、安全かつ楽しく歩行できるように配慮し

た整備を行う。居住環境エリアでは自動車と共存で

きる空間を、幹線道路では自動車と分離した安全な

空間を目指す。 

手軽に利用できる乗り物である自転車で、安全で楽

しみながら走行できるよう、自転車ネットワークの

充実を図り、また駐輪場設置等の施設整備を行う。

 

誰にとっても安全な交通環境を実現するために、マ

ナー面も含めて交通に対する意識を向上させる。 

人の流動に対応した効率的なネットワークを形成す

るとともに、新たな開発計画等も考慮し、誰もが利

用しやすい安全な駅やバス停施設を整備する。 

移動についての分かりやすい情報を、誰もが、どこ

にいても、簡単に手に入れることができる仕組みを

創り、あわせて町民の交通問題等の意識を高める。

 

公共交通の利用を促進・増大させるために、単なる

ＰＲに留まらず、公共交通に関わるサービスレベル

全体を向上させる。 

環境負荷・交通事故の増大等の、過度な自動車利用

の問題点を誰もが認識し、適正な自動車利用方法を

自ら考え行動する。またその受け皿として、公共交

通の利便性向上や歩行者・自転車の歩行・走行環境

整備を促進する。 

【三好町の事例：地域住民による防犯パトロール】 

■目的：地域の安全は自分たちで守る 

■参加：地域住民（現在１８団体） 

■活動：防犯パトロール（生徒・児童の登下校時）、 

ワンワンパトロール、啓発活動（幟たて） 

【三好町の事例：三好ヶ丘ループバス（会員制貸切巡廻バス）】 

■目的：巡廻バス路線廃止に伴う、日常生活（特に通勤 

通学）交通の確保 

■特徴：地域住民が主体となった、三好ヶ丘ループバス 

運営会（会員 1,467 名、H18,11 現在） 

により企画・運営 

■活動：早朝（6：10～7：42）と夜間（18：40～ 

22：37）における巡廻バスの運行（土日祝日を除く） 

【事例１：迷惑駐車追放パトロール ～大阪市】 

■目的：地域内の事故防止、交通安全の啓蒙活動 

■参加：地域住民、ＰＴＡ，所轄警察署 

■活動：路上パトロール、講習会の実施等 

【事例６：生活バスよっかいち ～四日市市】 

■目的：バス路線廃止に伴う住民の日常生活交通の確保 

■特徴：地域住民が主体となって企画・運営（ＮＰＯ） 

■費用負担：利用者運賃、沿線企業等協賛金、市補助金 

 

【事例３：ハマロードサポーター ～横浜市】 

■目的：地域と市が協働して、地域のみちづくりを行う。 

■参加：町内会､商店街､学校､企業等の団体ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

■活動：清掃や美化活動等について、参加団体が自主的

に企画 

■支援：参加団体の活動が円滑に行えるよう清掃用具提

供やゴミ処分等、活動内容にそった支援を市が

検討 

【事例８：岐阜市市民交通会議 ～岐阜市】 

■目的：望ましい総合交通政策の策定にあたり、広く市

民の御意見を反映することを目的に、協働によ

り政策の理念や方針を検討 

■参加：学識経験者、利用者代表、交通事業等関係、報

道関係、市民 

■内容：総合交通政策の策定に係る提言に関すること 

交通政策の推進に係る提言に関すること   

【事例４：あんしん歩行エリア形成 ～海田町】 

■目的：歩行者や自転車の安全な通行の確保ため、緊急に

抑止対策が必要エリアの対策 

■対策：公安委員会と道路管理者が連携して、信号機や道

路標識の整備、交通情報の提供、交通指導取締り、

照明設置、歩道整備など 

■手法：まち歩き点検､アンケート調査､ワークショップ 

【事例５：交通バリアフリー基本構想策定 ～福井市】 

■目的：交通バリアフリー法に基づく駅周辺等の重点整備

地区のバリアフリー対策 

■参加：身体障害者、行政、公安、道路管理者、など 

■手法：まち歩き点検、疑似体験、アンケート調査、ワー

クショップ 

【事例２：地域住民と企業の協力による道路緑化 ～牧之原市】 

■目的：道路緑化の地域住民との協働 

■参加：地元住民、企業、行政 

■活動：地域住民・企業による植樹、維持管理 

【事例７：自転車の利用しやすいまちづくりの推進 ～北九州市】 

■目的：自転車の利用しやすいまちづくり 

■特徴：事業主体は NPO だが、事業環境整備は行政が行

う。 

■活動：違法駐輪や放置自転車の発生の防止 

    レンタサイクル事業、レンタカー型 

カーシェアリング 

幹線道路においては都市計画道路の整備を促進し、

円滑な流動を実現させる。地区内の生活道路・区画

道路では、通過交通を抑制するとともに、人が優先

された安全で安心な道路を整備する。 

より多くの人が公共交通を利用できるよう、利便性

の高い交通の乗り継ぎを実現するための基本的要素

を備えた交通結節点(駅・バス停)を整備する。また、

様々な交通や生活情報が集まる場所については、基

本的要素に加えて拠点性を併せ持つように整備す

る。




